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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第57期

第１四半期
連結累計期間

第58期
第１四半期
連結累計期間

第57期

会計期間

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成28年
　３月31日

売上高 （千円） 3,318,351 2,297,147 13,035,362

経常利益又は経常損失（△） （千円） △159,558 △496,297 363,102

親会社株主に帰属する四半期純

損失（△）又は親会社株主に帰

属する当期純利益

（千円） △178,560 △500,663 538,169

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △130,615 △569,769 △20,552

純資産額 （千円） 21,521,483 20,738,442 21,652,915

総資産額 （千円） 27,873,079 26,583,211 28,063,361

１株当たり四半期純損失金

額（△）又は１株当たり

当期純利益金額

（円） △10.74 △30.11 32.37

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － 29.60

自己資本比率 （％） 77.2 77.9 77.1

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △127,159 535,215 △942,120

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △390,648 △324,063 △524,266

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △315,808 △339,619 △366,454

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（千円） 10,948,671 10,097,682 9,949,446

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．第57期第１四半期連結累計期間及び第58期第１四半期連結累計期間における潜在株式調整後１株当たり四半

期純利益金額については、潜在株式は存在するものの、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりま

せん。

４．四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりま

す。

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。なお、前連結会計年度において非連結子会社でありました株式会社トリプコンは、重要性が増

したため、当第１四半期連結会計期間から連結の範囲に含めております。

EDINET提出書類

株式会社昭文社(E00721)

四半期報告書

 2/17



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

当第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日～平成28年６月30日）における我国の経済は、雇用・所得環境が

引き続き堅調に推移し、緩やかな回復基調にあるものの、世界経済の不透明感から円高進行もあり、企業業績や消

費マインドにおいては足踏み状態が続きました。

このような状況の中、当社グループにおける当第１四半期連結累計期間の業績は、電子売上におきましては、引

き続き無料ナビアプリや軽自動車の販売不振に伴う影響により、当社PND（簡易型カーナビゲーション）関連の売

上が減少し、売上高は６億85百万円となり、前第１四半期連結累計期間に対して２億14百万円減少いたしました。

また、市販出版物では、前連結会計年度末において地図や雑誌の改訂商品の出版時期が変更となった影響により、

前第１四半期連結累計期間には少なかった旧版商品の返品が当第１四半期連結累計期間において大量に計上されま

した。さらに、前第１四半期連結累計期間においてあった国内ガイドブックシリーズの全面改訂版出版や新刊商品

の出版等が当第１四半期連結累計期間においてはなかったこと等により、市販出版物の売上高は前第１四半期連結

累計期間に対して７億98百万円と大幅に減少し、12億87百万円となりました。特別注文品におきましては前年同期

に対して若干上回る売上を獲得いたしましたが、広告収入におきましては、タイアップ広告等の大型案件が獲得で

きず多少減少いたしました。これにより売上高合計は前第１四半期連結累計期間に対して10億21百万円（30.8％）

減少し、22億97百万円となりました。

損益面におきましては、前第１四半期連結累計期間にあった貸倒引当金繰入がなかったことや返品調整引当金が

戻入となった一方で、市販出版物の返品が大幅に増加したことや、利益率の高い電子売上の売上高が減少した影響

に加え、退職給付会計における費用負担増や新規事業であるインバウンド事業での費用先行等により、業績は前第

１四半期連結累計期間に比べ悪化し、営業損失５億21百万円を計上することとなりました（前年同期は、営業損失

１億73百万円）。これに伴い、経常損失は４億96百万円となりました（前年同期は、経常損失１億59百万円）。こ

の結果、親会社株主に帰属する四半期純損失は５億円となりました（前年同期は、親会社株主に帰属する四半期純

損失１億78百万円）。

 

(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は、265億83百万円となり、前連結会計年度末に比べ14億80百万円

（5.3％）減少いたしました。この主な要因は、現金及び預金が１億48百万円、ソフトウェアが１億13百万円、商

品及び製品が97百万円増加した一方で、受取手形及び売掛金が11億32百万円、投資有価証券が４億23百万円、流動

資産その他が１億75百万円、仕掛品が１億９百万円減少したことであります。負債合計は、58億44百万円となり、

前連結会計年度末に比べ５億65百万円（8.8％）減少いたしました。この主な要因は、固定負債その他が２億51百

万円増加した一方で、役員退職慰労引当金が２億46百万円、支払手形及び買掛金が１億69百万円、賞与引当金が１

億55百万円、返品調整引当金が１億11百万円減少したことであります。純資産においては、利益剰余金において親

会社株主に帰属する四半期純損失の計上に加え、剰余金の配当を実施したことにより、８億45百万円減少いたしま

した。これにより純資産合計は９億14百万円（4.2％）減少し、207億38百万円となりました。

この結果、自己資本比率は77.9％と0.8ポイント改善しております。
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(3) キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結累計期間における連結ベースの現金及び現金同等物の残高（以下「資金」という。）は、100

億97百万円となり、前連結会計年度末と比較して１億48百万円の増加となりました。

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

(営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果獲得した資金は５億35百万円となり、前年同期が１億27百万円の資金の使用であったことに比

べ、６億62百万円の増加となりました。

これは主に、税金等調整前四半期純損失が４億96百万円となり、３億38百万円増加したことに加え、返品調整

引当金の増減額が１億11百万円の減少となり、３億21百万円減少したこと、たな卸資産の減少額が１億22百万円

減少したことに対し、売上債権の増減額が11億32百万円の減少となり、12億65百万円減少したこと、仕入債務の

減少額が１億93百万円減少したことによるものであります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は３億24百万円となり、前年同期に比べ66百万円減少しました。

これは主に、有価証券の取得による支出が３億円あったことに対し、投資有価証券の売却による収入が２億24

百万円あったこと、投資有価証券の取得による支出が99百万円、無形固定資産の取得による支出が30百万円それ

ぞれ減少したことによるものであります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は３億39百万円となり、前年同期に比べ23百万円増加しました。

これは主に、長期借入金の返済による支出が８百万円減少したことに対し、配当金の支払額が31百万円増加し

たことによるものであります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた問題はあ

りません。

(5) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、15百万円であります。

なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 57,000,000

計 57,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,307,750 同左
東京証券取引所

（市場第一部）
単元株式数　100株

計 17,307,750 同左 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 17,307,750 － 9,903,870 － 8,708,236

 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    679,800 － 単元株式数　100株

完全議決権株式（その他） 普通株式 16,586,000 165,860 同上

単元未満株式 普通株式     41,950 － －

発行済株式総数 17,307,750 － －

総株主の議決権 － 165,860 －

（注）　「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権の数５個）含まれて

おります。

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社昭文社
東京都千代田区

麹町3-1
679,800 － 679,800 3.92

計 － 679,800 － 679,800 3.92

（注）　当第１四半期会計期間末日現在の自己株式数（単元未満株式を除く）は、679,800株であります。

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第２項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しており

ます。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 8,923,918 9,072,148

受取手形及び売掛金 4,295,780 3,162,905

有価証券 1,325,527 1,325,533

商品及び製品 1,762,628 1,860,352

仕掛品 507,893 398,806

原材料及び貯蔵品 3,118 3,154

その他 373,378 198,290

貸倒引当金 △808 △599

流動資産合計 17,191,437 16,020,591

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 2,417,745 2,390,109

土地 4,213,950 4,213,950

その他（純額） 114,790 109,897

有形固定資産合計 6,746,486 6,713,958

無形固定資産   

データベース 118,692 137,963

ソフトウエア 614,414 727,480

その他 9,291 9,281

無形固定資産合計 742,398 874,725

投資その他の資産   

投資有価証券 2,151,129 1,727,587

退職給付に係る資産 1,032,552 1,043,162

その他 620,752 623,805

貸倒引当金 △421,395 △420,618

投資その他の資産合計 3,383,038 2,973,936

固定資産合計 10,871,923 10,562,619

資産合計 28,063,361 26,583,211
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成28年６月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,015,847 846,126

短期借入金 770,000 770,000

1年内返済予定の長期借入金 20,838 14,589

未払法人税等 66,605 33,579

賞与引当金 308,085 152,477

返品調整引当金 1,013,605 901,756

その他 1,007,505 933,513

流動負債合計 4,202,486 3,652,042

固定負債   

社債 1,000,000 1,000,000

繰延税金負債 864,157 838,132

役員退職慰労引当金 246,400 －

退職給付に係る負債 95,310 100,601

その他 2,092 253,992

固定負債合計 2,207,959 2,192,726

負債合計 6,410,445 5,844,768

純資産の部   

株主資本   

資本金 9,903,870 9,903,870

資本剰余金 10,708,236 10,708,236

利益剰余金 1,206,292 360,924

自己株式 △525,371 △525,371

株主資本合計 21,293,026 20,447,659

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 609,046 514,400

退職給付に係る調整累計額 △276,870 △251,329

その他の包括利益累計額合計 332,176 263,070

新株予約権 27,713 27,713

純資産合計 21,652,915 20,738,442

負債純資産合計 28,063,361 26,583,211
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 3,318,351 2,297,147

売上原価 2,184,964 1,894,517

売上総利益 1,133,386 402,630

返品調整引当金繰入差額 209,574 △111,849

差引売上総利益 923,812 514,479

販売費及び一般管理費 1,097,233 1,036,362

営業損失（△） △173,420 △521,883

営業外収益   

受取利息 401 175

受取配当金 10,893 13,814

受取賃貸料 7,621 8,365

その他 6,156 9,182

営業外収益合計 25,073 31,537

営業外費用   

支払利息 3,028 2,886

株式交付費 5,925 －

賃貸収入原価 2,132 2,677

その他 124 387

営業外費用合計 11,211 5,951

経常損失（△） △159,558 △496,297

特別利益   

固定資産売却益 1,418 －

特別利益合計 1,418 －

特別損失   

固定資産除却損 64 360

特別損失合計 64 360

税金等調整前四半期純損失（△） △158,204 △496,658

法人税、住民税及び事業税 19,064 12,029

法人税等調整額 1,291 △8,023

法人税等合計 20,355 4,005

四半期純損失（△） △178,560 △500,663

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △178,560 △500,663
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純損失（△） △178,560 △500,663

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 43,725 △94,646

退職給付に係る調整額 4,218 25,541

その他の包括利益合計 47,944 △69,105

四半期包括利益 △130,615 △569,769

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △130,615 △569,769

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純損失（△） △158,204 △496,658

減価償却費及びその他の償却費 75,029 86,905

貸倒引当金の増減額（△は減少） 53,339 △984

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 5,011 5,291

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △7,513 26,203

賞与引当金の増減額（△は減少） △184,517 △156,354

返品調整引当金の増減額（△は減少） 209,574 △111,849

受取利息及び受取配当金 △11,294 △13,989

受取賃貸料 △7,621 △8,365

支払利息 3,028 2,886

売上債権の増減額（△は増加） △132,591 1,132,874

たな卸資産の増減額（△は増加） 133,654 11,327

仕入債務の増減額（△は減少） △365,042 △171,766

その他 290,234 241,784

小計 △96,915 547,305

利息及び配当金の受取額 11,407 13,909

賃貸料の受取額 7,621 8,408

利息の支払額 △3,049 △2,912

法人税等の支払額 △46,223 △31,495

営業活動によるキャッシュ・フロー △127,159 535,215

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の取得による支出 － △300,000

有形固定資産の取得による支出 △23,371 △11,697

無形固定資産の取得による支出 △167,355 △137,021

投資有価証券の取得による支出 △200,355 △100,378

投資有価証券の売却による収入 － 224,598

貸付金の回収による収入 435 435

投資活動によるキャッシュ・フロー △390,648 △324,063

財務活動によるキャッシュ・フロー   

長期借入金の返済による支出 △14,580 △6,249

自己株式の取得による支出 △89 －

配当金の支払額 △301,555 △333,370

その他 417 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △315,808 △339,619

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △833,616 △128,467

現金及び現金同等物の期首残高 11,782,287 9,949,446

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 276,703

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 10,948,671 ※ 10,097,682
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、株式会社トリプコンは重要性が増したため、連結の範囲に含めておりま

す。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当第１四半期連結累計期間の営業損失、経常損失及び税金等調整前四半期純損失に与える影響は

軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当

第１四半期連結会計期間から適用しております。

 

（役員退職慰労金制度の廃止）

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しておりましたが、平成28年６月

29日開催の定時株主総会終結の時をもって役員退職慰労金制度を廃止しております。同制度廃止に伴い、役員

退職慰労金の打切り支給を同株主総会で決議いたしました。

これにより、「役員退職慰労引当金」を全額取り崩し、打切り支給額の未払分については、固定負債の「そ

の他」に251,900千円含めて計上しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記の

とおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

現金及び預金勘定 10,523,333千円 9,072,148千円

有価証券（に含まれるＭＭＦ） 1,025,337 1,025,533

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △600,000 -

現金及び現金同等物 10,948,671 10,097,682

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 332,560 20 平成27年３月31日 平成27年６月29日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 332,558 20 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

当社グループは単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

 

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

当社グループは単一のセグメントであるため、記載を省略しております。

 

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（１株当たり情報）

１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △10円74銭 △30円11銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（千円）
△178,560 △500,663

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純損失金額（△）（千円）
△178,560 △500,663

普通株式の期中平均株式数（千株） 16,627 16,627

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり四半期純利益金額の算定に含めな

かった潜在株式で、前連結会計年度末から重

要な変動があったものの概要

－ －

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金

額であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

２【その他】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

株式会社昭文社(E00721)

四半期報告書

15/17



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

    平成28年８月９日

株式会社　昭　文　社   

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人　トーマツ  

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 水　野　　裕　之　　　印

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 中　原　　　　健　　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社昭文

社の平成２８年４月１日から平成２９年３月３１日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成２８年４月１日

から平成２８年６月３０日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成２８年４月１日から平成２８年６月３０日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社昭文社及び連結子会社の平成２８年６月３０日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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